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認知症の高齢者は転倒・骨折のリスクが高いにもかかわらず、なかなかコミュニケーションがと
れず、リハビリの指導や訓練が困難で、身体機能の回復が思うようにいかないとの声が多く寄せ
られています。しかし、認知症の行動・心理症状（BPSD）を改善すればリハビリ効果が高まると
の報告もあります。多職種連携で転倒・骨折予防をはじめとする認知症患者のケアに取り組む旭
神経内科リハビリテーション病院（千葉県松戸市）を取材しました。（2019年1月取材）

認知症患者の転倒・骨折リスクに
多職種連携で対応
旭神経内科リハビリテーション病院
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旭神経内科リハビリテーション病院は、介護老
人保健施設、訪問看護ステーションを併設し、高
次脳機能障害支援拠点病院、認知症疾患医療セン
ター、地域包括支援センターなどを千葉県から委
託されている回復期リハビリテーション病院です。
このため、認知症の患者に加えて、脳血管障害、

複数回の骨折などさまざまな要因で障害をもつ患
者を多く受け入れています。松戸市、柏市、我孫
子市、野田市、流山市など周辺地域を中心とする
骨折や関節疾患の入院患者の平均年齢は 82.4歳、
そのうち 6割が認知機能障害を有しています。
「高齢の認知症患者は転倒・骨折のリスクが高く
なっています。認識力、注意力、判断力の低下といっ
た認知症そのものの転倒リスクに加えて、骨粗鬆
症やサルコペニアを併発しているケースも多く、
当院に入院する年間約 200例の骨折や関節疾患患
者のうち、4割が過去にも骨折を起こしています」
(医師・柴崎孝二さん )。
骨折患者の 9割が脆弱性骨折で、大腿骨近位部
が 60％、椎体が 30％、その他の部位が 10％とい
う状況です。脆弱性骨折を起こしている患者のほ
ぼ全例に骨粗鬆症治療を実施しています。

入院患者にさまざまなレクリエーション
を提供
　同院では 2014年に病棟を改築する際に、スタッ
フステーションのすぐ近くに観察室を設置したり、
患者の利用が多い共用スペースにはクッション性
が高い床材を使用し、トイレ内の手すりの高さを
調節するなど、リハビリや病棟のスタッフが設計
段階から関わることで、転倒、骨折リスクを低減
しています。
　また、患者の認知機能改善、身体機能の回復、
ADLの回復を目的に、院内の食堂やリハ室を利用
して、集団体操、音楽療法、回想法、折り紙、アロマ、
料理教室などさまざまなレクリエーションを実施
しています。
　こうした活動を、同院では「入院デイケア」と
呼んで、2004年から積極的に行っています。スタッ
フやボランティアが合唱や朗読をしたり、以前入
院していた患者が折り紙教室の講師を担当するこ

ルなど、基本的な情報を確認し、理学療法士は身
体的な能力、作業療法士はトイレ内の動作のチェッ
ク、言語聴覚士は言語機能、嚥下能力や摂食状況
を評価して言語聴覚療法評価記録用紙（図3）を
作成するなど、それぞれの専門性を活かしながら
情報を共有して対応しています。
　同院では言語聴覚士が積極的に骨・関節疾患の
入院患者にも介入しており、2015年 4月～ 2018
年 5月に介入効果を調べたところ、退院時には介
入群のエネルギー摂取量が増え、刻み食やミキサー
食から常食に切り替えるなど食事形態も有意に改
善されていました。
　「高血圧や糖尿病の食事療法ではエネルギー摂取
量の制限が一般的ですが、リハビリへの意欲が低
下した患者さんの好物を作業療法士が聞き取って、
甘い物が好きだった患者さんには家族からカステ
ラを差し入れてもらうなど、好物を食べることで
リハビリに対する意欲が向上することも多くあり
ます」（院長・旭 俊臣さん）。

院内外で「心技体」の医療を提供
　「当院では、心技体を重視した医療を行っていま
す。心は高齢者の認知症やうつ病、不安障害など

心理面・精神面の治療、技はリハビリの技術、体
は身体的な治療を意味しています。認知症や骨粗
鬆症など、個別の疾患や症状だけでなく、過去の
経験や趣味、嗜好など、患者さんの人となりを把
握したうえで最適な医療を提供するためには、多
職種が参加するチームでの対応が欠かせません」
と旭さんが語るとおり、院内のみならず、患者の
自宅に理学療法士、作業療法士、相談員、福祉用
具の業者やケアマネジャーが出向いて環境整備や
自宅内での訓練を行うなど、医師とメディカルス
タッフが一丸となって心技体の医療に取り組んで
います。

ともあります。「食堂やリハ室にスタッフと患者さ
んが集まることで、見守りがしやすくなるという
利点もあります。豆まき、七夕、クリスマス会な
ど季節の行事をしたり、正月には手作りの鳥居を
用意して、富士山が見える部屋で初詣をしました。
患者さんの表情が明るくなり、ふだん部屋から出
てこない人も参加して、楽しかったと声をかけて
くれます。スタッフと患者さんが一緒に楽しみな
がら入院デイケアに取り組んでいます」（看護師・
小澤美樹さん）。

BPSDの改善でリハビリの効果が向上
　認知症の症状には記憶障害、見当識障害、認知
機能障害など脳の機能低下による「中核症状」と、
それに伴って現れる心理、身体的症状である「認
知症の行動・心理症状」（BPSD）の 2種類があり
ます（図1）。

　突然暴れたり、大声をあげたり、スタッフに暴
力をふるう、抑うつ、意欲の低下などBPSDには
さまざまな症状があり、大腿骨近位部骨折のリハ
ビリが困難なことも多くあります。
　しかし、認知症患者のBPSDが改善されると、
認知症がない患者と同等のリハビリ効果が得られ
るという報告（PLoS ONE 13(7): e0200143.）も
あり、同院では、患者のBPSDをチェックして、
先述した入院デイケアや、メモリーブック、介護
ロボットなどを用いて対処しています。
　メモリーブック（図2）には、患者から就職、

結婚といったエピソードを自分の言葉で語っても
らい、スタッフが文章にまとめたり、写真やイラ
ストを貼り付けて作成していきます。自分自身の
生涯を振り返り、楽しかった思い出、誇りに思っ
ていること、一緒に過ごした人とのエピソードな
どを思い出し、人生を肯定的にとらえ直すことで、
抑うつや意欲低下が改善される効果が期待できま
す。
　ほかにも、好きな人や場所、食べ物、習慣、趣味、
健康法などを記録する「習慣・愛着に関するノー
ト」、趣味や生活習慣をチェックする「興味・関心
チェックシート」（日本作業療法士協会作成）も用
意し、これらを通じて患者の情報を聞き取ります。
　こうしたツールは、ベッドの枕元に置いたり、
移動時には車いすに取り付けたポケットに入れて、
スタッフがいつでも参照できる状態になっていま
す。月に 1度、多職種が参加するカンファレンス
で今後の方針を検討するための参考にしたり、問
題がある場合は随時情報を伝え合い、対策を協議
します。さらに、毎週実施する院長回診や病棟医
による回診にもスタッフが同行するなど、さまざ
まな機会を捉えて患者の情報を確認します。

各職種の専門性を活かしたチーム医療で
患者に介入
　「認知症の患者さんに転倒予防の指導を行っても
記憶保持ができないため、スタッフが患者さんの
人となりを理解することで、どんなときに動きた
くなり、転倒につながりやすいのかなどの情報を
把握しておく必要があります。ベッドを低くした
り、トイレの場所が覚えられない場合は目印をつ
けたり、環境整備も重要です」と小澤さんが語る
とおり、看護師は患者のコミュニケーションレベ
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骨粗鬆症検診の意義と現状

富山県朝日町の実例紹介

骨粗鬆症では、治療の必要な患者に治療が行われない「治療ギャップ」が大きな問題になっ
ています。 その重要な原因の一つは、全国の自治体が行っている骨粗鬆症検診の受診率
が4～5％と低いことです。検診が目指す骨折ハイリスク患者のスクリーニングをめぐっ
て、メディカルスタッフに何ができるか考えてみました。
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骨粗鬆症検診の意義と現状
骨粗鬆症と骨折予防に検診をどう活用するか特集

なぜ骨粗鬆症検診が必要か
　超高齢社会で要介護となる高齢者の数が増加し
ています。要介護となる原因の上位にランクされ
るのが転倒・骨折。背景には骨粗鬆症やロコモ、
サルコペニアなどの加齢に伴う運動器疾患が潜ん
でいます。
　このうち自覚症状のない骨粗鬆症は患者が自ら
病気に気づくことは難しく、早期に予防や治療に
取り組むためには骨粗鬆症検診の受診率を高める

ことが重要です。骨粗鬆症検診は 1995年に老人
保健法の基本健康診査に取り入れられて全国に広
がり始め、5年後には 40歳と 50歳の女性を対象
に節目検診として行われるようになりました。
2005年には 40～ 70歳の女性に 5歳刻みで行われ
るようになり、2008年から健康増進事法に基づく
事業として引き継がれ、現在に至っています。
　骨粗鬆症検診では、短時間で簡便に測定できる
QUSなどを用いて骨量を調べ、併せて医療面接を

行い、骨粗鬆症や骨折の家族歴や既往、食事内容
や運動頻度などを質問して危険因子を調べます。
その結果を受けて、必要に応じて生活指導を行い、
医療機関での受診を勧めます。病院では精密検査
を行い、治療が必要かどうかを判断します。
　2000年に 7万人だった検診受診者は、実施対象
者が拡大したため、2005年には 27万人に増加し、
骨粗鬆症の認知度の高まりもあって 2007年には
35万人近くになりました。ただ、このときをピー
クに、それ以降の受診者数は年間 30万人前後で横
ばいとなり、検診受診率（検診受診者数 /40～ 70
歳女性の節目年齢の全人口）は 4～ 5％程度の低
い数字で推移しています（図1）。
　わが国の骨粗鬆症患者は 1280万人と推計され
ていますが、きちんと治療を受けている人はその
1/3にすぎないといわれています。検診受診率の
低さを反映して、骨粗鬆症治療率も低水準にとど
まっています。要介護の高齢者は年々増加してい
ますから、要介護の重要な原因である骨粗鬆症の
治療が十分行われていないことは深刻な問題です。
検診で骨粗鬆症を早期に見つけ出し、確実に治療
を開始して、転倒などによる骨折リスクを減らす
ことができれば要介護状態の予防につながります。
まずは検診受診率を高めるために、行政だけでな

く医療関係者も連携して、さまざまな機会に検診
の必要性を市民に呼びかけることが必要です。

検診の現状と骨折や要介護との関係
－地域によってバラツキがある骨粗鬆症検診受診率
　骨粗鬆症財団は、厚生労働省による健康増進事
業や介護保険事業の報告、国勢調査、データベー
ス化されているレセプトや特定健診などの情報に
基づいて、検診の現状として、検診受診率と要介
護率（要支援・要介護認定者数/65歳以上の全人口）
や大腿骨近位部骨折との関係を調査しました。結
果の詳細は論文にまとめられ、昨年の世界骨粗鬆
症デーのプレスセミナーでも紹介されています。
　2005年と 2015年を比較すると、骨粗鬆症の検
診受診者数は 26万 8千人から 30万 4千人と、10
年間で3万6千人（13％）増加していました。ただ、
40～70歳で5歳刻みにみると、2015年には40歳、
50歳、55歳で減少し、それ以外では増加してい
るという結果でした。受診率もほぼ同様の傾向で、
60歳以上の節目年齢の高齢者では受診者数・受診
率ともに高くなっているのですが、40～ 55歳の
中年の受診が伸び悩んでいるように見えます（図
2）。
　近年、ダイエット志向の広まりを背景にして、

若年女性を中心に摂取する栄養が偏り、一方で身
体活動量が低下するといった好ましくない傾向が
認められます。骨粗鬆症患者ばかりでなく、骨粗
鬆症のリスクが高い人を検診で早期に発見して、
予防のための生活指導を行うために、40～ 50歳
代の女性にも骨粗鬆症検診の重要性を認識しても
らうことが重要です。

－検診受診率が低い地域ほど要介護率が高い
　2015年の骨粗鬆症検診受診率は全国平均で
5.2％と低値でしたが、都道府県別では、栃木県の
14％から島根県の0.3％と差が認められました（図
3）。10年前の調査でも同様に地域別の差が認めら
れています。これは行政による検診実施率が地域
によって異なることが原因と考えられるため、特
に低受診率の自治体では積極的な取り組みが必要
と考えます。
　一方、2015年の要介護率は全国平均で 18.2％、
都道府県別では埼玉県が 14.3％ともっとも低く、
もっとも高いのは和歌山県で、22.7％でした。そ
こで、要介護率を縦軸、検診受診率を横軸にして、
各都道府県をプロットすると、図4に示すように
検診受診率と要介護率との間に有意な負の相関関

係が認められ、検診受診率が低い地域ほど、要介
護率が高くなることがわかりました。このことは
10年前の調査でも認められていました。

－検診受診と大腿骨近位部骨折と要介護状態の関連
　検診受診率と要介護率の負の相関関係は、検診
を受けないと骨粗鬆症による骨折が起こり、それ
が原因で要介護状態になると考えると説明できま
す。そこで骨粗鬆症財団は、大腿骨近位部骨折に
焦点を合わせて地域別に発生数を調べてみました。
しかし、大腿骨近位部骨折の発生数を都道府県別
に調べたデータはありません。
　大腿骨近位部骨折を起こした場合、現在はその
ほとんどが手術で骨折部位の修復が行われていま
す。大腿骨近位部骨折は、大きく頸部骨折（人工
骨頭挿入、置換）と転子部骨折（ピンやネイルで
固定）に分類されます。前者は厚労省が公開して
いるナショナルデータベースオープンデータ上で
人工骨頭挿入術と特定できますが、後者は大腿骨
転子部骨折の処置として手術を特定できないため、
前者にしぼって都道府県ごとに人口 10万人あたり
の人工骨頭挿入率を算出し、検診受診率や要介護
率との関連を検討しました。

　その結果、検診受診率が低い地域ほど人工骨頭
挿入率が高く、人工骨頭挿入率が高い地域ほど要
介護率が高いことがわかりました。すなわち、検
診を受診する人が少ない地域ほど大腿骨近位部骨
折が多く発生し、大腿骨近位部骨折が多い地域ほ
ど要介護状態になる人も多かったのです。
　骨粗鬆症財団では、同じ2015年度の血圧や脂質、
糖尿病などの健診やがん検診の受診者数と、要介
護率との関連についても調べていますが、これら
の間には特に関連は認められませんでした。その
理由については今後検討が必要ですが、今回の調
査で要介護率との間に関連が認められたのは、さ
まざまな検診の中で骨粗鬆症検診だけでした。要
介護状態にならないようにするためには、まずは
骨粗鬆症検診をしっかり受診することが必要とい
えそうです。

骨粗鬆症検診のメリットをどのように広めるか
　検診で骨粗鬆症やそのリスクを早期に見つけ出
して適切に対応すれば要介護状態になることを防
げると広く知ってもらい、検診受診率を高める必
要があります。少なくとも高血圧や糖尿病、がん
の検診などと同様に、骨粗鬆症検診の重要性も理
解してもらうことが必要です。

　ただ、一般の人たちが検診に関心をもって意義
を理解しても、それだけでは十分ではありません。
骨粗鬆症検診は自治体に委ねられていますが、検
査には時間と手間がかかるため、人手や費用が限
られている自治体では、思うように受診率を上げ
られない場合もあるでしょう。地域住民への検診
の告知を徹底して、検診結果についてきめ細かく
フォローしていくためには、地域医療機関などが
連携して協力することも必要でしょう。
　できるだけ多くの骨折ハイリスク例を見つけ出
すことが骨粗鬆症検診の最大の目的と考えると、
コストのかかる骨量測定の前に問診やFRAX®な
どを活用して、効率的に検診対象を絞り込むこと
も考える必要があります。本特集では検診をめぐ
るさまざまな課題の特定、解決方法の提案も紹介
しています。
　高齢者だけでなく、若いうちから骨量や骨粗鬆
症に関心をもつことも重要です。医療関係者はす
べての年齢層に骨粗鬆症の一次予防としての健康
増進を呼びかけ、受診年齢の女性には要介護状態
になることを防ぐためにも骨粗鬆症検診の意義を
説明し、検診受診を勧めることを心がけたいもの
です。

（取材協力：骨粗鬆症財団）

PointPoint
・骨粗鬆症検診の受診者数は近年横ばいで、受診率は4～ 5％と低率。
・検診受診率が低い地域ほど大腿骨近位部骨折が多く、要介護になる人の割合も高い。
・骨粗鬆症検診以外の検診受診率と要介護率には相関が認められない。
・医療関係者も連携して骨粗鬆症検診の意義を伝え、受診を呼びかける必要がある。
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FRAX®の活用で骨粗鬆症の
治療ギャップ解消を目指す！
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骨粗鬆症検診率の低さと治療ギャップが問題
　骨粗鬆症の患者数は 2005年の段階で、全国で
約 1280万人（女性 980万人、男性 300万人）と
推計されています。日本人女性の骨折や骨粗鬆症
の予防を目的に 1996年から実施されている JPOS
（Japanese Population-based Osteoporosis）研究で
は、2030年の骨粗鬆症患者数は女性だけで 1200
万人に達すると予測しています。
　骨粗鬆症は自覚症状がないので、椎体や大腿骨
近位部を骨折して初めて見つかることが少なくあ
りません。しかし、ひとたび骨折すると要介護や
死亡のリスクが上昇するため、早期に骨粗鬆症を
発見することが重要ですが、「1 骨粗鬆症検診の意
義と現状」（p. 14～ 17）で紹介したように、検診
のカバー率は 5％に満たず、対策型の検診として

は機能していないのが現状です。
　自治体を対象にしたアンケート調査によると、
骨粗鬆症検診を実施しない理由としては、他の検
診を優先、必須でない、予算・時間・労力の確保
が困難といった理由が挙げられています 1）。
　また、2010年の厚生労働省の患者調査から治療
を受けている骨粗鬆症患者数を推計して、骨粗鬆
症の有病者数と比較したところ、治療を受けてい
る患者の割合は女性で 3割、男性で 1割程度とい
う結果でした。このように、本来治療が必要な患
者に対して、じゅうぶんに治療が行われていない
「治療ギャップ」が大きな問題になっています。
　自治体、医療関係者、骨粗鬆症予備軍も含めた
患者のそれぞれに治療ギャップを生じさせる要因
があるといえます（図1）。患者の側の治療ギャッ

プの原因としては、副作用への不安、骨粗鬆症に
よる骨折がQOLや生命予後に関わることについ
ての理解不足などが考えられます。

骨粗鬆症検診の現状と問題点
　自治体が実施する骨粗鬆症検診の対象者は 40歳
から、5歳刻みに 70歳までの女性に限られていま
す。さまざまな文献 2）～ 7）から、1人の骨折を防ぐ
ために必要な検診件数（number needed to screen：
NNS）を検討したところ、椎体骨折では 50～ 54
歳で 4747件、65歳以上では 19～ 86件という結
果でした。一方、大腿骨近位部骨折の場合、50～
54歳では 24万件以上の測定が必要となり、70～
74歳で 690件、75歳以上で 220件という結果で
した（表1）。
　この結果が示すように、40歳代や 50歳代の検
診をしても極めて効率が悪く、逆に大腿骨近位部
骨折の高リスク者を効率的に発見するためには、
骨粗鬆症検診ではカバーしていない 70歳代以上の
女性に対して重点的にスクリーニングをしていく
ことが求められます。

骨密度を測らなくてもFRAX®でスクリーニング
が可能
　骨粗鬆症の診断には骨密度測定とX線撮影が必
要になりますが、メディカルスタッフでも日常的
に簡便に実施できるスクリーニング方法として、
WHOの研究班が開発したFRAX®があげられま
す（図2）。

　FRAX®は骨密度を測定しなくても、ウェブサ
イト上で骨折の既往、年齢、性別、身長、体重、
両親の大腿骨近位部骨折歴、喫煙やアルコール摂
取など 11項目のリスク要因の有無を入力すること
により、向こう 10年間の大腿骨近位部骨折と主要
骨粗鬆症性骨折（椎体、大腿骨近位部、前腕骨遠
位部、上腕骨近位部）の発生確率が算出できます。
　先に紹介した JPOS研究で、40～ 74歳の女性
815例の 10年間の骨折確率について、骨密度を入
力したFRAX®と、骨密度を入力せずリスク要因
のみで算出したFRAX®の値から 10年間の骨折率
を比較したところ、両者の結果にほとんど差はみ
られませんでした 8）。
　また、同研究で 10年間の追跡を完了した 40～
79歳の女性 890例のデータから、FRAX®を用い
た検診についてシミュレートしました。主要骨粗
鬆症性骨折の既往がある患者 88例と、主要骨粗鬆
症性骨折がなく、FRAX®による骨折確率が 8％以
上と判定された 198例、合計 286例に腰椎骨密度
測定を実施して、骨密度がYAM（若年成人平均値）
の 80％未満またはX線撮影で椎体骨折があった患
者 209例を治療対象に設定しました（図3）。10
年間で実際に骨折を起こした 122人のうち、要治
療と判定された患者は 65人で、感度（実際に骨折
を起こした人のうち、検査で治療が必要と判定さ
れた人の割合）は 53.3％、一人の骨折を防ぐため
に測らなければならない骨密度の件数（NNS）は
12.6という結果でした。
　一方、全員に腰椎骨密度測定を実施して、骨密
度がYAM（若年成人平均値）の 70％未満を要治

・骨粗鬆症治療が必要な患者の3割程度にしか治療が行われていない
・自治体の検診でカバーされていない70歳代以上の女性のスクリーニングが重要
・骨密度を入力しなくてもFRAX®でスクリーニングが可能
・骨粗鬆症性骨折で通院・入院する患者の治療により、効率的な二次骨折予防

療と判定した場合、感度は 35.2％、NNSは 59.1
という結果でした。骨粗鬆症検診では骨密度を測
らないといけないと思いがちですが、骨密度を用
いないFRAX®を使えば、全員の腰椎骨密度を測
定するより、費用は安いのに感度は高く、効率的
に骨折の高リスク者をスクリーニングできること
がわかります。

問診票を活用して危険因子をチェック
　日常の診療においては、たとえばFRAX®の計
算に必要な項目を問診票に記載して、患者に書き
入れてもらい、医師の診察中にメディカルスタッ
フが骨折リスクを計算して結果を伝え、必要に応
じて骨密度測定や治療を薦めるといった方法が考
えられます。次に患者が受診するタイミングで骨
密度測定を実施するなど、患者の負担をなるべく
軽減しながら、医師やメディカルスタッフがそれ
ぞれの立場から検査や治療を薦めていくことが必
要です。

大腿骨近位部骨折患者の増加と治療状況
　近年、骨密度測定機器や治療薬の普及によって、
欧米やカナダ、アジアでも香港では大腿骨近位部
骨折が減少していることが報告されていますが、

わが国では、大腿骨近位部骨折の患者数は増加傾
向にあります（図4）。
　大腿骨近位部骨折後の骨粗鬆症の治療状況につ
いて、診療カルテに基づいてアンケート調査を行っ
た結果では、治療を受けた人はわずか 19％という
結果 9）でした。
　2010年 4月～ 2013年 3月に大腿骨近位部骨折
で手術を受けた患者を対象に、国民健康保険の診
療報酬明細から治療状況を調べた北海道の調査で
は、未治療が 45％もいる一方、治療を 2年以上継
続した患者は 32％にとどまっています（図5）。
一方、治療を受けている患者についても、医師の
側では 70～ 80％の患者が骨粗鬆症治療薬を正し
く服用し続けていると考えている一方で、実際に
服用している患者の割合は 30％程度という米国の
報告もあります 10）。

骨粗鬆症治療の目的を共有して治療継続
　閉経後女性の場合、脆弱性骨折の既往があるの
は全体の 16％ですが、この集団から大腿骨近位部
骨折患者の約半数が発生する11）といわれています。
いったん大腿骨近位部骨折を起こすと、反対側を
骨折するリスクが約 4倍 12）になり、5年後の生存
率は 49％（80歳以上では 31％）というデータも

図1　治療ギャップを生じさせるさまざまな原因

あります 13）。
　大腿骨近位部骨折後の治療開始率が低いことは
大きな問題で、これは糖尿病性網膜症で眼底出血
を起こした患者の眼の治療をしても糖尿病を放置
したり、心筋梗塞を起こした患者の高血圧や高脂
血症を治療しないのと同じです。骨粗鬆症による
骨折で入院または通院している患者を治療すれば、
効率的に二次骨折を予防できます。医師が骨折患
者の骨粗鬆症を確実に治療することに加え、服薬
アドヒアランスが低いという現状を踏まえて、多
職種が連携して、患者に対して骨粗鬆症の治療継
続を働きかけていくことが重要です。
　治療の重要性を認識していない患者に対しては、
骨折後の死亡や要介護のリスクと、治療を続けれ
ば骨折が半減するというメリットを説明しましょ
う。高血圧の治療では、高血圧という病気そのも
のが治るわけではありませんが、血圧をコントロー
ルして心疾患や脳卒中を防ぐことができます。同
様に、骨粗鬆症治療の目的は骨折予防であるとい
う認識を、患者とメディカルスタッフがしっかり
共有する必要があります。「最後まで面倒を見ます
から、治療につきあってください」と声をかけて、
患者を励ましながら治療を続けていくことが重要
です。

・検診率の低さ
・検診対象（40 ～70歳）が大腿骨近位部骨折の高リスク者
  （70歳代以上）をカバーしていない

・痛みなどの自覚症状がない
・骨折リスクに対する認識不足
・治療薬の副作用への不安

・包括支払制度（DPC）対象病院では急性期の治療を優先し、
  骨粗鬆症治療が後回しになっているケースもある

自治体

医療関係者

患者
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特定健診にFRAX®とロコチェックを導入
　富山県下新川郡朝日町では、特定健診に 2009
年からFRAX®、2012年からロコチェックを組み
入れて、骨粗鬆症とロコモティブシンドロームの
スクリーニングを実施しています。
　特定健診の対象者にFRAX®とロコチェックの
問診票をあらかじめ郵送して、返送または特定健
診の会場で回収し、FRAX®で主要骨折確率 10％
以上か、ロコチェックの項目に1つでも当てはまっ
た対象者には、町立のあさひ総合病院で二次検診
（骨密度、ロコモ度、サルコペニアのチェック）を

受けるよう指導します。
　2016年の特定健診では、問診票を回収できた
1988例のうち、1375例が二次検診の対象となり、
212例があさひ総合病院で二次検診を受診しまし
た。腰椎または大腿骨骨密度がYAM（若年成人
平均値）の 70％未満だったのは 34例（そのうち
14例が骨粗鬆症未治療）でした。ロコモ度 1の該
当 者 は 184例（49.1％）、ロ コ モ 度 2は 108例
（37.7％）で、二次検診受診者の 86.8％がロコモ
という結果となり、効率的にロコモの該当者を抽
出できました。

個別指導やロコモ教室で生活習慣を改善
　二次検診に続き、必要に応じて骨粗鬆症の治療
や、看護師による個別指導を行い、転倒・骨折や
ロコモの進行を予防するための生活習慣の改善に
関する講義と、インストラクターによる運動指導
を行うロコモ教室への参加を呼びかけます。
　なお、2015年にロコモ教室に参加した 166例と
不参加の 96例を調査したところ、「運動習慣あり」
の割合は参加群の 40.4%に対して、不参加群は
59.4%と有意に高い一方で、両群とも 8割以上が
ロコモに該当していました。このことは、両群の
身体能力に差はなかったにもかかわらず、不参加
群では自身の運動能力や有効性の低い運動習慣を
過大評価しているためにロコモ教室に参加しない
と考えられ、今後の介入方法における課題となっ
ています。

慢性疼痛や身体症状の負担もチェック
　骨粗鬆症の治療は、脆弱性骨折の予防とQOL
の維持・向上が主な目的となります。QOLには
身体的要因、心理的要因、社会的関係といったさ
まざまな要素が含まれており、転倒・骨折を防ぐ
ための指導とロコモ対策に加えて、慢性疼痛、痛
みなどの身体症状から感じる心理的・身体的負担
も考慮する必要があります。
　そこで、新たな取り組みとして、朝日町の特定
健診では従来のFRAX®とロコチェックに加えて、
2017年から慢性疼痛と身体症状による負担のスク
リーニングを追加しました。慢性疼痛は、顎、胸、肩、
腹部、股関節や両脚など全身を35の部位に分けて、
3ヵ月以上痛みが続いている部位をチェックして
もらうMichigan Body Map（MBM）、身体症状に
よる負担感は、胃腸の不調、痛み、めまい、疲れ、
睡眠について 8項目（それぞれ 0～ 4点の 5段階、
最高 32点）で評価する日本版 Somatic Symptom 
Scale（SSS-8）で評価しました。
　問診票が回収できた 1678例の中で、FRAX®に
よる主要骨折確率 15％以上の該当者は 604例
（36％）、ロコモ該当者は 959例（57％）、MBM
で 1ヵ所でも痛みがあったのは 950例（57％）、
SSS-8で負担感あり（1点以上）は1184例（74％）

でした（図1）。

転倒・骨折・QOLの多角的なスクリーニングが必要
　FRAX®の骨折確率とロコモ該当には関連があ
り、FRAX®で算定された骨折確率が 15％以上の
群はロコモ該当者と慢性疼痛がある人の割合が高
く、ロコモ群は疼痛の部位数が多い傾向にあり、
身体症状による負担感も大きいという結果でした
（図2）。
　FRAX®による骨折確率 15％以上、ロコモ、慢
性疼痛、心理的負担の 4項目のうち、2項目以上
該当した例が全体の 7割を占めており、290例
（18％）は 4項目すべてに該当していました。今後
は、転倒・骨折の予防に加えて、QOLの維持・
向上を目的としたより多角的なスクリーニングと、
たとえば理学療法士は痛みを緩和する運動指導を
実施するなど、さまざまな職種の専門性を活かし
たアプローチによって、長期的に介入を続けるこ
とが求められます。

・特定健診対象者にFRAX®とロコチェックの質問票を郵送してスクリーニング
・看護師による個別指導やロコモ教室で患者の生活習慣を改善
・QOL関連要素を考慮した多角的スクリーニングが重要
・多職種による長期的な介入が必要

図1　朝日町の特定健診対象者のスクリーニング結果（2017年）

特定健診で転倒・骨折リスクと
QOLを評価
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メディカルスタッフのための
骨代謝マーカー入門

骨代謝マーカーの種類と測定法

監修：三浦雅一 （北陸大学薬学部生命薬学 教授）本誌編集委員

骨代謝マーカーってなに？ 
どうして血液や尿で骨の状態がわかる？

骨粗鬆症かどうかを診断するには、X線検査と
ともに骨密度測定を行います。X線検査は脊椎の
骨折があるかどうかを調べます。骨密度測定では、
タンパク質とカルシウムを主成分とする骨の中に、
カルシウムなどのミネラル成分がどれくらいの割
合で含まれるかを調べます。
骨粗鬆症の診断の際には、これらのほかに骨代
謝マーカーの検査が行われることがあります。こ
れは骨を直接調べるのではなく、血液や尿に含ま
れる、骨の代謝状態を表す物質を測定します。
成人の骨は硬くて長期間変化しないように思え
ますね。しかし実際は、皮膚など他の臓器と同じ
ように、常に新陳代謝を繰り返していて、古くて
もろくなった骨はこわして溶かされ（破骨細胞に
よる骨吸収）、新しい丈夫な骨に作り替えられ（骨
芽細胞による骨形成）ています。このサイクルを
骨代謝回転（骨リモデリング）と呼びます。
骨吸収のスピードと骨形成のスピードが同じで
バランスがとれていると、骨は健康な状態で維持
されます。しかし、加齢などの原因によって、骨

吸収のスピードが速くなって骨形成が追いつかな
くなったり（高代謝回転型）、骨吸収は遅くなるけ
ど骨形成のスピードがそれよりさらに遅くなった
り（低代謝回転型）すると、骨密度が低下して骨
がスカスカでもろくなり、骨折しやすくなります。
骨代謝回転の各過程では、さまざまな酵素など
のタンパク質やペプチドが産生されて血中に放出
され、その一部は腎臓で尿に排泄されます（図1）。
骨代謝回転のスピードが大きく変化すると、これ
らの物質の血中濃度や尿中濃度も大きく変化しま
す。つまり、これらの物質が骨代謝マーカー（骨
代謝の状態を知るための指標）なのです。

骨代謝マーカーを測ってどうするの？

骨代謝マーカーを測定して骨代謝状態を調べる
目的は、大きく分けて 2つあります。

1つは病態にあった適切な治療薬の選択です。
骨粗鬆症の治療薬にはいくつかの種類があります
が、中心となるのは骨吸収抑制薬で、さらに近年
開発された骨形成促進薬も注目されています。
骨吸収マーカーを調べて骨吸収が亢進している

（スピードが速くなっている）ことがわかったら、
骨吸収抑制薬が有効だと考えられます。つまり、
骨密度低下の原因に即した治療ができるのです。
一方、骨形成が大きく低下している場合は、単純
に骨形成促進薬が有効というわけではなく、まず
その原因をさらに詳しく調べて適切な薬を選ぶ必
要があります。
もう 1つの目的は治療効果の評価です。骨粗鬆

症の治療の目的は骨折しないように骨を丈夫にす
ることですから、治療の効果がどれくらい現れて
いるかは、骨密度を調べればわかるはずですね。
しかし、骨密度の変化はきわめてゆっくりなので、
治療効果はすぐにはわからないのです。治療を始
めてから半年後か 1年後に骨密度を測っても変化

がごくわずかだったら、患者は治療を続ける意欲
をなくすかもしれません。
ところが、骨代謝マーカーの変化は比較的早く

現れます。3ヵ月後か 6ヵ月後にどれくらいの変化
があれば治療の効果ありと判断してよいかが決め
られているので、同じ薬で治療を続けてよいのか、
薬を変更する必要があるのかを、客観的に判断で
きます。数ヵ月ではっきりした変化があれば、患
者の治療継続のモチベーションも高まるでしょう。

骨代謝マーカーの種類は？ 
検査での注意点は？
骨代謝マーカーは、①新しい骨が作られるとき
に産生される骨形成マーカー、②古い骨が吸収さ
れるときに産生される骨吸収マーカー、③骨質と
関連があるビタミンKの充足状態を反映する骨マ
トリックス関連マーカー（骨基質関連マーカーと
もいう）の3つに分類されています。わが国で現在、
検査に保険が適用される骨代謝マーカーは表1の
7つです。
ほとんどの骨代謝マーカーは血清と尿のどちら

かで測定しますが、NTXとCTXはどちらでも測

骨密度検査って危険じゃないの？　骨粗鬆症の治療はいつまで続けるの？　食事や日常生活で
はどんな注意が必要？――骨粗鬆症診療の現場で患者さんのさまざまな疑問や不安に答えるの
も、メディカルスタッフの仕事ですね。では、患者さんから「骨代謝マーカーって何？」「な
ぜ骨の状態を調べるの？」ときかれたら、どう答えますか。なぜ骨代謝マーカー検査が必要な
のか、なぜ尿や血液の検査で骨の状態がわかるのか、などなど、患者さんの疑問にいつでも答
えられるように、このシリーズで骨代謝マーカーの基本と最新情報を学んでいきましょう。

定できます。尿検査の方が患者さんにとってはよ
り簡便ですが、腎機能の影響を受けやすいため、
腎機能が低下している高齢者では測定値が高めに
なる傾向があります。それに比べて血液検査は腎
機能の影響が少ないので、長期観察に向いている
という特徴があります。
なお、骨代謝マーカーの測定値は時間によって
もわずかに変化（日内変動）し、検査キットや測
定法によっても異なります。そのため、治療薬の
選定や治療効果判定のために複数回測定する場合

には、毎回同じ時間に検査を行い、同一の検査機
関に検体を送ることが重要です。血清CTXは食
事の影響を受けやすいので、早朝空腹時に血液を
採取します。

次号以降では、骨代謝マーカーの測定値をどの
ように見ればよいのか、骨粗鬆症治療薬の種類に
応じて骨代謝マーカーをどう使い分けていくか、
そして、骨代謝マーカーに対する今後の期待につ
いて紹介していきます。

第1回
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NDB（National  Health Insurance Claim 
Database）は、厚生労働省が管理するレセプト、
すなわち医療保険を使った診療報酬明細書の情報

と、40 歳以上の特定健診・保健指導の結果から
なるデータベース。医療費の分析や適正化、医療

サービスの質の向上などを目指して、2011年に
研究者向けにデータ提供が開始され、2016 年に
は一般にもオープンデータとして公表されていま

す。

このほど発表された、大腿骨近位部骨折の発生

状況と骨粗鬆症診療の実態調査は、近畿大学、大

阪医科大学などからなる骨粗鬆症財団の実態調査

ワーキンググループによるもの。発表した大阪医

科大学衛生学・公衆衛生学教室の玉置淳子教授に

よると、今回の調査では、NDBより得た 2012
～ 15 年の都道府県別、性・年齢階級別の大腿骨
近位部骨折に伴う手術件数や骨粗鬆症の検査、治
療薬の処方などについての集計表データと、

2015 年の国勢調査による年齢階級別人口データ
が使用されました。

調査によると、2015 年の大腿骨近位部骨折の
患者数は、男性 3.2 万人、女性 12.0 万人、合計
15.2 万人で、そのうち75 歳以上が占める割合は、
男性で 76％、女性で 87％でした（図1、2）。
2012 年からの推移をみると、大腿骨近位部骨折
患者数は年々増加しており、年齢調整骨折率でも

男性では増加が認められています。わが国では、

まだまだ骨折予防対策が必要な状況であることが

わかります（図3）。

2015 年の大腿骨近位部骨折発生率は、人口 10 
万人あたり、男性 89.2 人、女性 299.0 人で、都
道府県別にみると、従来から言われているとおり、

男女とも西日本で高く、東日本では低い傾向にあ

ることがわかりました（図4）。骨折リスクを下
げる働きがあるビタミンKを多く含む納豆の摂
取が、西日本では東日本に比べて少ないこととの

関連も考えられますが、明らかではなく、今後の

検討が必要です。

都道府県別の骨折患者における骨粗鬆症薬物治

療率は、男性ではどちらかというと東北北部で高

く、女性では太平洋側を除いた東海、近畿、山陰

で低い傾向がみられました。

なお、都道府県別の骨代謝マーカー検査実施率、

骨塩定量（DXAによる腰椎撮影）検査率も報告
され、いずれも男女ともに上昇傾向で、目立った

地域差は認められませんでした。

なお、今回の調査は医療機関の所在地による分

類で、患者の居住地とは必ずしも一致していませ

ん。また、骨折と薬剤処方・検査との時期的な前

後関係は不明で、薬剤処方や検査の回数は考慮さ

れておらず、処方された薬剤の種類や量のデータ

は入手していないとのことです。

これまで、大腿骨近位部骨折患者数は、一部医

療機関へのアンケートによって調査されてきまし

たが、NDBを利用すればより実際に近い数がわ
かります。今後、NDBを用いた調査でさらに骨
粗鬆症診療の実態が明らかとなり、骨粗鬆症予防

や骨折予防に生かされることが期待されます。

西高東低の大腿骨近位部骨折発生率
――NDBを用いた都道府県別骨折率公表

　骨粗鬆症財団は、レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を活用して都道
府県別の大腿骨近位部骨折発生率を調べ、西高東低の地域差があることを発表しました。
その調査結果が「Estimates of hip fracture incidence in Japan using the National 
Health Insurance Claim Database in 2012 -2015」として論文化され、この1月に
「Osteoporosis International」のオンライン版で公表されました。



言います。そのうえで、骨折を繰り返さないこと、
すなわち二次骨折予防の重要性を強調します。
　大腿骨近位部骨折患者の半数近くが過去に何ら
かの骨折を経験しています。閉経後の女性を対象
にした英国の調査では、全体の 16％にあたる脆弱
性骨折既往例または治療中の症例の中から、大腿
骨近位部骨折の半分が発生していました（図1）。
そこでまず、骨折治療中または骨折の既往がある
患者を対象にしっかり骨粗鬆症治療を行い、転倒
予防を指導します。それによって二次骨折が予防
できれば、全体の 16％に介入するだけで大腿骨近
位部骨折の半数に介入が可能になります。これは
きわめて効率的で、費用対効果に優れた介入と考
えられます。
　しかし、わが国の現状では、大腿骨近位部骨折
後の 1年後に骨粗鬆症の薬物治療を続けている症
例は 2割程度にとどまります。松下さんは、医療
関係者は二次骨折予防の意義を強く認識すべき、
と言います。まず必要なのが骨折既往例に対する
徹底的な二次予防の取り組みです。医師や看護師、
理学療法士などの多職種間で予防策をコーディ
ネートする専任スタッフを置き、連携体制を確立

することで効率よい二次骨折予防が期待されま
す。
　二次骨折予防が医療費削減につながることは各
国で報告されています。松下さんは英国を例に挙
げ、FLSにより脆弱性骨折患者 1000例に介入し
て 18骨折の発生を防止して、日本円で 260万円
以上の医療費が削減できたこと、FLSによる適切
な治療で診療報酬が加算されるようになったこと
などを紹介しました。
　医療連携により効果的な脆弱性骨折の二次予防
が可能となり、医療費削減にもつながります。こ
うしたことから、FNN設立の翌年にはわが国で
もFNN-Japanが設立されました。松下さんは富山
市民病院での大腿骨近位部骨折に対する取り組み
を取り上げ、FNN-Japanが推進する医療連携の成
果を紹介しました。同院では 2013年から多職種
連携による患者ケアシステムを立ち上げ、病院全
体で大腿骨近位部骨折患者の術後管理に対応して
います。骨粗鬆症と診断された患者にはしっかり
薬物治療を行い、リハビリで歩行能力を回復させ
ることで転倒リスク軽減を図ります。当初 4割に
とどまっていた骨粗鬆症治療率は 3年後には 8割
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医師、看護師をはじめとするメディカルスタッフ
などさまざまな職種が参加しており、アジア太平
洋地域からの参加者も着実に増加して全体の 1/4
を占めています。世界の脆弱性骨折の 2/3がアジ
ア太平洋地域で起こっていることを考えると、こ
うした動きは注目に値します。
　国際的な脆弱性骨折診療の改善と、体系的なア
プローチの確立を目指して、このキャンペーンで
FFNはさまざまな分野での具体的な行動を呼びか
けます。医師とメディカルスタッフ、患者が協力
して予防や治療に臨むことはもちろんですが、研
究者も連携してガイドラインを初めとするさまざ
まな指標や教育研究プログラムの作成や政策提案
を目指します。各国政府には社会的課題として脆
弱性骨折の予防と治療に取り組むことをはたらき
かけます。さらに FFNでは、広く保険や製薬・
健康関連企業にも二次骨折予防の重要性を呼びか
けていくとしています。
　「Global Call to Action」の 4つの柱を実行する
ための国際的連携で、FFNのネットワークが果た
す役割は重要です。その意味で今回初めて
「Regional Expert Meeting」が東京で開催されたこ
との意義は大きいとMarshさんは強調しました。

脆弱性骨折二次予防の意義

　続いて説明会では、
NPO法人日本脆弱性骨
折ネットワーク（FFN- 
Japan）理事長の松下隆
さんが、脆弱性骨折をめ
ぐるわが国の現状と課題
について講演しました。
　80歳以上で発生が急
増する大腿骨近位部骨折は、わが国でも高齢化を
背景に年々増加傾向で、2020年には 25万人、
2040年には30万人を超えると推計されています。
骨折するとQOLが大きく低下して回復しにくく、
生命予後も悪化するので深刻です。
　また、サルコペニア（加齢に伴う筋量減少と筋
力低下）も注目されています。サルコペニアで筋
力が低下すると転倒しやすくなり、大腿骨近位部
骨折の原因になります。大腿骨近位部骨折は入院
から手術までの期間が長く、安静臥床を長く強い
られるためにさらに筋力が低下してしまいます。
転倒して骨折を繰り返す悪循環に陥りやすく、寝
たきりの原因になります。松下さんは、大腿骨近
位部骨折後には早期にリハビリを開始して筋力の
低下を防ぎ、歩行能力の回復を図ることが重要と

Global Call to Actionキャンペーンの概要

　記者説明会ではまず、FFNの創始者で現在は事
務局長を務める、UCL名誉教授のDavid Marshさ
んがFFNの概要を紹介し、今回、FFNが「Global 
Call to Action」を提案する理由を説明しました。
　骨粗鬆症で骨が脆弱化した状態で転倒すると骨
折が起こりやすくなります。その中でもっとも問
題になるのが大腿骨の骨折です。高齢者で起こり
やすく、高齢化に伴う医療費の増加が各国で社会
問題になりつつあります。大腿骨骨折は 2050年
には日本で 1.3倍、欧米では 2倍、アジア太平洋
やラテンアメリカの新興経済国では 6倍にも増加
すると予測され、現在の医療体制では対応できな
くなります。そこで、多職種連携で特に二次骨折
を対象に高齢者の大腿骨骨折を予防し、骨折した
場合に最良の医療を提供することを目的に、2011
年にヨーロッパでFFNが設立されました。
　高齢者の場合、脆弱性骨折は外科手術で治療す
れば十分というわけではありません。骨だけでな
く全身的な脆弱性が、術前術後にさまざまな問題
を引き起こすからです。こうした問題に対応する
ために、大腿骨骨折の治療では多職種連携による
チーム医療が求められます。外科医だけでなく内
科医や看護師、理学療法士などが協力して、急性

期のケアと維持期のリハ
ビリに対応します。さら
に重要なのは、脆弱性骨
折患者の骨粗鬆症をしっ
かり治療し、転倒リスク
を評価して転倒予防対策
を講じて、二次骨折予防
を図ることです。
　この二次骨折予防のための医療連携は FLS
（Fracture Liaison Service：骨折リエゾンサービス）
と呼ばれます。FFNはこのFLSを世界に広めよ
うと考え、世界 80以上の組織と協力して「Global 
Call to Action」キャンペーンを提案することにし
ました。
　キャンペーンは、①多職種連携による骨折急性
期の患者管理、②運動機能とQOL回復のための
骨折後のリハビリ、③FLSによる二次骨折の予防、
そしてこれらを国際的に連携して広めていくため
に、④国内の連携構築と政策変更の提案の 4つの
柱で構成されます。国際的連携ということでは、
2012年のFFN-Japanに続き、インドや中国、マレー
シア、韓国、フィリピン、台湾やニュージーラン
ドでFFNが相次いで誕生しています。現在FFN
には、欧米を中心に、整形外科医や他の診療科の

　高齢化を背景に増加を続ける高齢者の脆弱性骨折は、今や世界的に深刻な問題となっています。
医療関係者が連携して脆弱性骨折を予防・治療することを目指して、2011年にヨーロッパでFFN
（Fragility Fracture Network：脆弱性骨折ネットワーク）が設立されました。この活動は着実に世
界中に広がり、アジアでは日本をはじめインドや中国でもFFNが設立されています。
　2018年11月には東京で「第1回FFN Asia-Pacific Regional Expert Meeting」が開催され、
アジア太平洋地域から多くの医療関係者が集まり、医療連携による脆弱性骨折の二次予防をテーマ
に、各地の取り組みに関するさまざまな発表と活発な議論が行われました。会期前には記者説明会
が開かれ、FFNが提案する「Global Call to Action」キャンペーンが紹介されました。

に高まり、退院時に 8割の患者が車椅子を使用し
ていたのが、3年後には患者の半分以上が歩行可
能になって退院できました。歩行可能な患者の割
合は、リハビリ専門病院退院時には 8割にのぼり
ました。
　早くからFLSを導入していることで知られる新
潟リハビリテーション病院でも、2014年 10月か
ら 1年 8ヵ月の間に、180例の大腿骨近位部骨折
患者のうち 175例に骨粗鬆症治療を行い、その 2
年後も 8割の治療継続率を維持しています。各地
で多職種連携の成果が着実に現れているようで
す。
　FFN-Japanでは、今後全国に多職種連携患者ケ
アシステムを普及させるとともに、わが国におけ
る標準的な大腿骨近位部骨折データベースの構築
を計画しています。松下さんは講演の結びに、大
腿骨近位部骨折治療を積極的に行っている全国各
地の施設に、プロジェクトへの参加を呼びかけま
した。

アジア太平洋地域エキスパートミーティングの概要

　「第 1 回 FFN Asia-Paci�c Regional Expert 

Meeting」は、11月 24日から 2日間にわたって東
京大学で開催されました。「Global Call to Action」
の 4つの柱に沿ってプログラムが組まれ、各国の
参加者による講演とディスカッションが行われま
した。
　初日前半、まず骨折急性期の多職種連携による
管理をめぐり、アジア太平洋の各国から大腿骨近
位部骨折検査や高齢者整形外科診療の現状と、今
後の展望についての講演が行われました。後半に
は各国のリハビリテーションのシステムが紹介さ
れ、栄養の重要性についても話し合われました。
　2日目の前半は二次骨折予防をめぐり、各国の
医療連携の現状とさまざまな工夫などが紹介され
ました。後半には政策レベルで骨折防止に取り組
む必要があることが韓国・タイからの参加者の講
演で強調され、FFN設立の意義が再確認されまし
た。
　18ヵ国から 100名を超える脆弱性骨折診療の
専門家が集まった今回のミーティング（図2）。
FFNの主導で、エキスパートが知識と経験を共有
して取り組むキャンペーン活動の成果が期待され
ます。

脆弱性骨折二次予防のためのFNNのキャンペーン
Global Call to Action

TOPIC

David Marsh氏
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